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研究成果の概要（和文）：情報取引が経済的重要性を有する今日では情報に関する包括的な法が必要であり、そ
の一角としての国際私法上の諸問題の全体像を解明に取り組んだ。情報に関して実際に生じている国際的・民事
的問題を検討の素材としつつ、無体物を対象とする既存の議論、とりわけ著作権及び人格権に関する理論による
解決可能性を検証した。既存の議論では基本的には国家法が前提とされてきたところ、情報取引の文脈において
はデジタル・プラットフォームが大きな位置を占めており、その規則の準拠法性の可能性が指摘できる。

研究成果の概要（英文）：In today's world where information transactions are of economic importance, 
a comprehensive law regarding information is of a great necessity. As a part of this law, this study
 worked to clarify various problems in the private international law. 
Taking actually-arising international and civil issues regarding information transaction as analysis
 material, this study examined the question of whether existing theories regarding intangible 
property, specifically the author's rights and the personality rights, could provide adequate 
solutions to such problems. Existing theories having basically assumed national law, digital 
platforms play an important role in the context of information transaction. This study pointed out 
the possibility that a regulation of such platforms can be selected as a governing law.

研究分野：国際私法

キーワード： 情報　準拠法

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
伝統的な無体財である著作権や人格権の理論との整合性の検討を通して、従来の前提であった国家法以外の法
（非国家法）の準拠法性という視点を得、新たな検討課題へと発展させることができた。また、関連する論点と
して仮想空間における人格やAIと著作権といった問題へも研究を展開し、情報に関する法的論点についての今後
の発展的分析への道筋を見出した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



1．研究開始当初の背景 

情報をめぐる取引が活発する今日の社会において、情報を規律する包括的な法の重要性

が増している。既存の「情報法」の中心的な議論は国内公法に関するものが多いが、情報取

引はその性質上容易に国境を超えること、また、個人や企業など私人が取引に関わることか

ら、国際私法分野からの検討の必要性がある。この分野の研究が進化することは、情報取引

実務に関わる当事者の不安を払拭し、情報の流通や利活用の促進にも資するものである。 

この点の検討に際して、まず、実務上情報に関連してどのような問題が生じているかを調

査した上で、それらの問題が国際私法学における既存の議論によって解決可能かを分析す

ることで、国際情報法を私法的観点から補完することができると思われた。応用可能な理論

として、特に無体権である著作権及び人格権に関する理論が指摘される。これらの理論の応

用可能性を分析した上で、さらに既存の議論より解決をもたらすことができない問題類型

に対しては新たな理論の構築が求められる。このような検討を通して、国際私法上の情報の

取り扱いの全容が明らかとなる。 

 

2．研究の目的及び手法 

現代社会における情報は「デジタル世界の新たな石油」として経済的に重要な位置にある。

このような「情報」の法学での取り扱いは明確にされるべきであるが、すでに存在する「情

報法」の焦点は、憲法・行政法・競争法等のおおむね公法に属する法分野における議論にあ

り、必ずしも私法上の問題は大きく注目されていなかった。 

しかし、政府や地方自治体といった公的機関だけが情報を収集・利用するわけではない。

一般企業も情報収集を通してマーケティング等の経済活動に活用しており、むしろこのよ

うな活動の方が一般には身近である。さらに、現在では情報流通の多くはインターネットを

介しており、Googleや Apple、Meta、Microsoftなど、外国企業が日本の個人情報を収集・利

用する例も珍しくない。このように、私人のアクターにより、また、もはや一国内では完結

しない情報流通が現実であるならば、「情報法」には国際的かつ私法的な視点が必要不可欠

である。 

実際に、情報をめぐって様々な私人間の国際的な紛争がすでに生じている（例えば、海外

企業に情報を預けた個人がその保管・利用に不満や不都合、不安がある時に削除等の対応を

要求する、など）。このような私法上かつ国際的要素を含む情報に関する問題は法的にどの

ように対処すべきか、について、情報をめぐる法は明確な解決策が示されていない。そこで、

国際私法的観点から情報について分析すると、まず、日本の国際私法には情報に関する規定

はない。そこで、仮説として、無体という点で共通する要素を有する著作権及び人格権の議

論の利用可能性が指摘できる。この点の検討を通し、ある程度の類型に関しては既存理論に

よる解決可能性が提供できるのではないか。また、情報をめぐる国際的な民事紛争について

の解決の提供にとどまらず、情報の取引や利活用にも有用である。なぜなら、個人や企業と

いったアクターが実際に情報に関する経済活動をしようとする際に、情報に関する法的な

不確実性が残っていることは活動の躊躇につながるからである。 

このための分析として、情報に関して生じる実際の問題を既存の議論に当てはめること

で解決可能性を探り、あるいはその反転的分析として、既存の無体権である著作権及び人格

権の議論の再検討を通して、情報に関わる法的問題への妥当可能性を検討した。 



 

3．研究成果 

（1）プライバシー侵害に関する議論 

既存の議論として、渉外的プライバシー侵害がある。国際私法上、プライバシー侵害は情

報の拡散地を結果発生地ととらえる立場と、問題となる情報の主体である人に着目し、その

人の所在地に連結する立場に分かれる。情報の拡散の防止を重視すれば、情報の拡布という

結果が生じた地への連結は実効性の担保という点で利点がある。しかし、インターネットの

ように広範囲の伝播を考えると、この理論では複数の法に適用が要求され、煩雑である点は

欠点となる。現在のように世界的な情報伝播が可能なメディアを考慮すると、むしろ被害者

である人に着目する方法は、法適用が簡便になるという点で評価できる。しかしこの考え方

は、本人の所在地とは全く異なる地で情報の拡散が生じる場合等には、最密接関係性の観点

から疑問が残ってしまう。伝統的には、前者の見解を採用する法制が多数であったが、情報

伝達技術の発展とともに後者のアプローチが近年では勢力を増している。また、原則として

は前者を採用しつつも、ユビキタス侵害については特則として後者とする折衷的な見解も

ある。 

（2）著作権に関する議論 

無体権としての著作権の渉外的流通に際しては、国際裁判管轄及び準拠法の問題が生じ

る。 

特に欧州法においては、国際裁判管轄についてはブリュッセル Ia 規則を中心とする判例

法理が発展している。一般不法行為管轄について、リーディングケースである Mines de 

Potasse d'Alsace事件判決、Fiona Shevill事件判決、eDate Advertising & Martinez事件判決が、

「損害をもたらす事実（harmful event）が発生した地」は加害行為地と結果発生地の双方を

含む概念であること、インターネット上の拡散型侵害では結果発生地として「利益の中心

（centre of his interests）」である被害者の常居所地法が適用されるべきことが示されていた。

しかし、Wintersteiger事件判決及び Pinckney事件判決によってこの一般不法行為の議論が著

作権侵害には妥当せず、属地主義の原則から、権利の保護に関する判断はそれぞれの国に委

ねられることとなる。準拠法についてはローマ II 規則により属地主義原則から保護国法が

適用されるが、インターネットを介したユビキタス侵害ではアクセス可能なすべての地の

法が適用されることになるなど、その限界が示されている。 

（3）情報利用に関する強行的な規制 

欧州の一般データ保護規則（General Data Protection Regulation：GDPR）は、情報の利用に

関する規制を明示したことで耳目を集めた。 

この規制は、国際的な情報流通市場におけるデータ収集に関連して生じるプライバシー

の問題や、購入の意思決定の重要要素の決定プロセスに関する情報の不透明性の問題とい

った問題に適用される。さらに、収集された個人データを基にパーソナライズされる価格な

どについては、消費者間の公平性の問題等も生じうるが、これは消費者保護や競争法上の問

題にもなる（欧州消費者保護政策（New Deal for Consumers）も参照）。 

これらの規則は強行法規として位置づけられ、本研究が対象とする渉外的私的紛争で指

定される準拠法をオーバーライドする形で適用される余地があり、かつ、広範な適用範囲が



定められたため、情報の取引に関わる私人アクターにとっても慎重な考慮が必要となるも

のである。 

（4）プラットフォームとその規則 

渉外的な情報及び無体財産の流通に関しては、デジタル・プラットフォームが国境を超え

て活動しており、今日における情報収集の主体の代表的存在でもある。すると、プラットフ

ォームも情報の流通や利活用においてはアクターとして、その責任が問われることもあり

得る。 

プラットフォームそれ自体や、そこに参加する事業者による消費者の情報収集において

は、プライバシー侵害をはじめとした私法上の枠組みと個人情報保護などの公法的枠組み

が複雑に絡み合う。個人情報保護法制は従来、自国領域内における情報の収集及び利用を前

提としていたが、プラットフォーム経済においてはその性質上問題が極めてしばしば越境

的なものとなる。上述の GDPR も、このような問題意識から、域外適用の可能性を当初か

ら想定している。 

また、プラットフォームは消費者と事業者（あるいは別の消費者）や労働者と事業者とを

引き合わせる「場」を提供する者としての存在でもある。このような消費者契約や労働契約

の問題が生じた際にプラットフォームが追うべき責任も論点となる。さらに、メタバースの

ような仮想空間を想定すれば、その場において人間が（アバターという別人格を通して）活

動することが可能となる。すると、人間は自身の進退が物理的に存在する社会とは別に、仮

想上のその「場」において他者と交流し、人間関係を構築する。ここには新たな「社会」を

意識することができる。そうであるならば、プラットフォームがその内部規制として準備し

ている規則が、あたかも「法」のような位置づけと考えられる余地も指摘できる。 
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